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肥料 農薬
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ＪＡ北海道大会

「力強い農業」と「豊かな魅力ある農村」

第28回ＪＡ北海道大会
ダイジェスト版資料

●大会メインテーマ～ＪＡグループ北海道の将来ビジョン北海道550万人と共に創る

　「力強い農業」とは、北海道の基幹産業である農業が、日本の食料供給基地を担うにふさわしい所得を確保することによって、
次世代に継承できる持続可能な産業となること。「豊かな魅力ある農村」とは、農村（都市近郊を含む）に暮らす人々が、消費者
や地域住民とのつながりによって「心の豊かさと誇り」を実感できる魅力ある農村となること。これらを創るにあたり、ＪＡグ
ループ北海道は、農業・ＪＡの意義を発信のうえ、北海道民・他の協同組合・他産業・行政機関など北海道５５０万人と共に「力強
い農業」「豊かな魅力ある農村」を目指すことで、持続可能な農業と農村を実現する。それにより、農家戸数・農村人口を減ら
さずに、安全・安心な農畜産物を安定供給するＪＡグループ北海道の使命を、将来に亘って果たしていく。

大　会　決　議
　ＪＡグループ北海道は、『北海道５５０万人と共に創る「力強い農業」と「豊かな魅力ある農村」』の実現に向けた
各決議事項について、組合員・ＪＡ・連合会・中央会が、各役割を再確認するとともに、ＪＡグループ北海道の英
知を結集して、基本目標の達成に向けて取り組みます。
　また、大会決議事項の実践内容をグループ内外に発信すること、さらには農業・ＪＡの意義を発信することで、
北海道５５０万人から信頼されるＪＡグループ北海道を目指します。

平成27年11月 ＪＡグループ北海道

●大会メインテーマ～ＪＡグループ北海道の将来ビジョン

ＪＡグループ北海道の目指す農業・農村の姿
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（２）組合員の努力が適切に反映される販売手法の構築

【作目別の具体的な対応例】

●「ゆめぴりか」などブランド米の確立
　による販売単価の向上
●幅広いニーズへの対応による北海道の
　安定需要の確保と競争力のある販売体
　制の強化

●市場ニーズに応じた安定生産・安定品
　質による販売価格の向上
●産地ブランド化による販売価格の向上
●品種の選定や栽培技術の確立などによ
　る加工・業務用向け販売の強化
●企業と連携した商品開発による付加価
　値の向上

●生クリーム向け・チーズ向け価格を脱
　脂粉乳・バター等向け価格（補給金込
　み）に近づけることによるプール乳価
　の引き上げ
●牛肉・豚肉のブランド化による販売価
　格の向上

●業務・加工用途について、新たな多収
　性品種の開発・導入、増収技術の確立
　による単収の大幅な向上
●農地の大区画化や地下灌漑などの基盤
　整備の推進、直播栽培技術やＩＣＴ（情
　報通信技術）等を活用した効率化やコ
　スト低減

●適正輪作・土づくりの徹底による品質・
　単収の向上
●多収性品種の開発・導入、収量・品質
　の高位安定に向けた技術の推進
●作業の共同化や外部化等による労働力
　の確保とコスト低減

●優良な乳用後継牛の確保や乳用牛の供
　用年数の延長等への取り組みを進め、
　酪農生産基盤を強化
●省力化機械の導入・外部支援組織の活
　用等による労働生産性向上と生産コス
　トを低減
●生産性の高い草地への改良による飼料
　生産性の向上

●収入減少影響緩和対策（ナラシ）や水田
　活用交付金の拡充
●米需給の安定化に向けた政策の確立

●畑作物の直接支払交付金の継続・強化
●加工・業務用野菜対策の拡充・強化

●乳製品向用途全体を対象とした経営安
　定対策（補給金）への見直し
●肉用牛肥育経営安定特別対策事業・肉
　用子牛生産者補給金制度等の拡充・強化
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大会決議事項１

●実現のための基本目標１

協同の力で「農業所得２０％増大」と「新規担い手倍増」を実現

基本目標達成のための実践方策

１. 儲かる農業の実現に向けた収益向上の取り組み

（１）マーケットインのさらなる追求と新たな価値の創出

北海道５５０万人と共に創る「力強い農業」の実現

【マーケットインの追求に向けた実践例】

【販売手法の実践例】

組合員の実践 ＪＡの実践 連合会・中央会の実践

組合員の実践 ＪＡの実践 連合会・中央会の実践

ニーズをふまえた計画生産

高品質・安全安心な農畜産
物の生産

産地化に向けた結集

ニーズに即した産地形成

高品質・安全安心な農畜産
物の生産支援

ＪＡ施設による仕分調製の
徹底と基準品の出荷

ブランド確立と有利販売

需要動向の的確な把握

需要動向をふまえた生産目
標等の提示

商品開発と市場投入

プロモーションの強化

品種・技術開発

全道共計ルールの見直し

契約取引（買取、播種前契約
等）の強化

多様な販売手法の強化

共計・共販の必要性や精算
内容の組合員への説明

ＪＡ共計ルールの見直し
多様な販売手法の強化

共計・共販や多様な販売手法
に向けた理解と参画
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※マーケットインとは…消費者・実需者ニーズの声を重視し、よりニーズのある農畜産物を生産していく考え方
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ア．営農基本技術の励行
●営農基本技術（適正施肥・防除､輪作・適地適作の実施､飼養･家畜衛生管理､草地管理､生産履歴の記帳等）の
　確実な実践､農業情報（データベース）の活用､機械・施設の効率的活用（共同化）による更なるコスト低減

イ．経営管理の高度化
●各経営における生産資材･施設､作付規模･作物構成､労働力等の要素に基づく経営管理（分析･検討）による
　経営改善（高度化）

ウ．生産から販売までの
　　トータルコスト低減

●とりまとめ購買による事業量結集で安価供給を実現しながら､原料調達コストの低減､製品製造･供給体
　制･保管拠点の合理化等を通じた生産資材の更なるコスト低減と安価供給への取り組み
●直近の燃料費の高止まりや物流規制等によって物流コストが上昇している中､物流機能の安定化と物流コ
　ストの更なる低減に向けた取り組み

エ．低コスト生産技術の
　　実現

●機械･施設の共同利用による新たな投資の抑制と､試験研究による省力化･低コスト化など効率化によるコ
　スト低減やスマート農業※の普及への取り組み

２. 営農基本技術の励行と生産から販売までのトータルコストの低減

３. 力強く持続可能な農業を支える担い手の確保・育成

（1） 地域の総合力発揮による担い手確保･育成に向けた取り組みの加速

組合員の実践 ＪＡの実践 連合会・中央会の実践

組合員の実践 ＪＡの実践 連合会・中央会の実践

予約購買推進

生産資材のコスト低減と安価供給

施設の集約・整備や相互利用の支援

組勘データ活用による経営改善支援

省力・低コスト生産技術の普及支援

予約購買推進

生産資材のコスト低減と安価供給

施設の集約・整備や相互利用

組勘データ活用による経営改善支援

省力・低コスト生産技術の普及

担い手確保目標の設定

経営継承支援

農業魅力発信活動／担い手募集活動／高校・
大学等との連携

地域内連携による研修・就農システム等の策定

就農時の金銭的負担・不安の軽減支援

パートナー・仲間づくり支援

経営管理支援

労働負担軽減支援／農地・機械等有効活用
支援／金融支援

農業法人（ＪＡ出資型含む）の設立・運営支援

参入企業との連携

担い手確保目標の設定支援

農業魅力発信活動／担い手募集活動／学生
向け就学資金支援

研修・就農システム等の策定支援

経営管理支援

労働負担軽減支援／農地・機械等有効活用
支援／金融支援

農業法人（ＪＡ出資型含む）の設立・運営支援

参入企業との連携支援

親子間（法人内）の農業技術・生産基盤の継承

農業の魅力発信活動

　新規就農者への技術支援
新規就農者の受入れ協力　

パートナー・仲間づくり

経営管理の高度化

　　営農基本技術の励行
省力化技術等の導入　　

農業法人（ＪＡ出資型含む）の設立・運営

営農基本技術の励行
（適正施肥・防除、飼養・草地管理等）

機械・施設の効率的利用

経営分析による経営改善

省力・低コスト生産技術の導入
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【コスト削減に向けた実践例】

【担い手確保･育成に向けた実践例】

【地域における担い手確保･育成システム】

担い手の確保 担い手の研修･育成 担い手の定着へ
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ア．地域における担い手確保
目標の設定

　　↓
イ．地域における研修･
　　就農システム等の策定
　　↓
ウ．担い手確保の取り組み
　　↓
エ．担い手研修･育成の取り組み
　　↓
オ．担い手定着への取り組み

●地域一体となった確保戦略
・親子間継承が促進される環境整備
・人材募集活動･ＰＲ活動（農の魅力
　発信）
・高校･大学等と連携した人材育成
・奨学金等による農業就業への道筋
　づくり
など

●地域における新たな担い手と
　なる人材の受け皿づくり
・研修農場･施設の整備
・研修生･従業員等向け居住施設の
　整備
・指導者等の確保
・研修･育成カリキュラムの策定
など

●地域との調和･定着に向けた
　支援･相談機能の充実
・就農時の施設･機械等の取得支援
・定住･生活面での支援
・経営継承対策
・相談員等の確保
など

○担い手を技術･経営･生活面でサポートする体制づくり
○組織活動を通じた担い手の仲間づくりやパートナー対策をサポートする体制づくり

※スマート農業：ロボット技術やＩＣＴ（情報通信技術）等の先端技術を活用し、超省力化や高品質生産等を可能にする新たな農業
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パートナー･仲間づくり
サポート

技術･経営･生活
サポート

人材の受け皿づくり

Ｕターン
就農者

新規参入者

新規学卒
就農者

Ｕターン
就農者

新規参入者

新規学卒
就農者

担い手
確保

担い手
育成

担い手
定着

担い手
確保

担い手
育成

担い手
定着

経営継承
サポート

金融
サポート

経営管理
サポート

農業技術
サポート

農地･機械･
施設有効活
用サポート

参入企業
との連携

農業法人
サポート雇用確保

サポート

労働支援組織
サポート

経営継承
サポート

金融
サポート

経営管理
サポート

農業技術
サポート

農地･機械･
施設有効活
用サポート

参入企業
との連携

雇用確保
サポート

労働支援組織
サポート

力強く持続可能な農業
を支える担い手

力強く持続可能な農業
を支える担い手

農業法人
サポート

（２） 担い手が資源や技術をフル活用できる環境整備･経営サポート

【「力強く持続可能な農業を支える担い手」の環境整備イメージ】

ア．労働支援組織サポート

イ．雇用確保サポート

ウ．農業法人サポート

エ．参入企業との連携

オ．農地･機械等有効活用サポート

カ．農業技術サポート

キ．経営管理サポート

ク．金融サポート

ケ．経営継承サポート

●コントラ､ヘルパー､哺育･育成センター､ＴＭＲセンター等の更なる機能強化

●就業･居住環境の整備等も合わせた地域外からの労働力確保､シルバー世代も組み入れた地域
　内での労働力確保

●農業法人の設立と運営の支援、各種ファンドを活用した多様な資金調達手段を提供

●担い手の確保・育成や生産基盤の維持・強化に向けたＪＡ出資型農業法人の設立と連合会に
　よる出資・協力

●地域と協調する姿勢や企業ノウハウ等の活用可能性を見極めたうえでの連携強化

●農地利用調整､担い手への集約･集積､遊休農地の発生防止･解消､機械･施設の共同利用､共同
　作業の推進

●省力化に向けた機械･品種･技術等の導入やスマート農業の普及

●営農情報の蓄積・活用によって組合員自らの経営管理の高度化のサポート

●担保や保証人に過度に依存しない融資手法の導入、ファンド等による資金調達の仕組の構築

●家族経営や農業法人の有形･無形資産の継承、第三者経営継承への取り組み

（1） 道産農畜産物の海外への発信

●輸出相手国の貿易ルールを把握した上で継続した販路の
　確保を行い、海外におけるブランド形成を展開

●道産農畜産物の輸出と連動した外国人観光客へのＰＲ活動

●アジア圏を中心とした米や青果物の輸出拡大

●新たな海外向けＬＬ牛乳・乳製品の開発と販売促進強

●海外における「北海道」の知名度を生かした道産食肉の
　輸出拡大

（2） 北海道型6次産業化・農商工連携の取り組み

●道段階における関連情報の収集とＪＡ・組合員に対する
　情報提供、マッチング
●ＪＡにおける組合員ニーズの把握と支援体制の整備、加
　工技術や販売ＰＲ手法の確立
●地元量販店や直売所、道の駅、観光施設等、地域内のつ
　ながりを活用した販売、道内６次化産品を集結した販売
　チャネルの確立
●農業関係者と商工業者が互いの「技術」や「ノウハウ」
　を持ち寄り、新しい商品やサービスの開発・提供、販路
　の拡大などに取り組む（農商工連携）

※北海道型 6 次産業化…本道農業の特徴を踏まえたＪＡ組織を主体とした 6 次産業化

●農業所得２０％増大に向けて、組合員やＪＡ・連合会、関係機関・団体による自らの取り組みを行いつつ、生産現場の実態
　に即した必要な政策・支援策を国などへ求めていく。また、組合員への情報提供と意見積み上げの徹底、組織を挙げた運動
　展開を図る。
●大筋合意をしたＴＰＰについては、国会決議と合意内容の整合性について説明責任を果たすよう強く求め、組合員の不安を
　払拭し将来にわたり希望を持って農業に取り組める環境を全力で作り上げる。
●今後の貿易交渉にあたっては、持続可能な北海道農業の確立にむけて、政府・与党に断固たる姿勢で臨むよう働きかけの強
　化と、国民・道民への理解促進活動に取り組む。

５. 組合員の意志結集による農政運動の展開

４. 道産農畜産物の海外への発信や北海道型６次産業化の展開
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●実現のための基本目標２

大会決議事項２

食と農を通じて北海道５５０万人と「つながり」を実現

基本目標達成のための実践方策

１. 農業の魅力を生かした地域づくり

２. 地域のつながりを守るための基本インフラ（生活基盤）づくり

北海道５５０万人と共に創る「豊かな魅力ある農村」の実現

農業の魅力と地域貢献活動の再確認

地域づくりビジョンの設定

必要な基本インフラ（生活基盤）の洗い出し

各基本インフラ（生活基盤）の分析

今後のあり方

地域づくりに向けた活動内容の検討

事業計画など 地方創生総合戦略

地域の将来像（ありたい姿）

〈活動内容を考える際のキーワード〉

〈分析の視点〉

〈例えば〉

経　済

地域への関わり方（方針）

・農業や関連産業による雇用の創出
・就農研修施設の設置や農住環境の整備などによる移
　住・定住の促進
・地域の行政や教育機関、企業などと連携した移住者
　募集
・他産業と連携した観光資源や地域ブランド産品（特
　産品）の開発
・再生可能エネルギーの生産や利用によるエネルギー
　対策への貢献

「買物機会の確保」「燃料の供給」「金融サービスの提供」「医療・福祉拠点の整備」
「災害の予防災害発生時の対処」「地域コミュニティの確保」など

「今後は各基本インフラ（生活基盤）をどのように維持・発展させていくべきだろうか。」
「その中でＪＡはどのような機能・役割を担っていくべきだろうか。」

生　活

自　然

文　化

・直売所などを通じた新鮮で安全な食料の提供
・農事組合などを通じた暮らしのサポート
・農業・農村の機能を生かした子育て環境の整備
・農作業による心身の健康増進効果等を生かした健康
　福祉環境の整備
・都市農業の機能発揮と都市住民の理解促進

・緑と水と空気の保全
・景観の保全

・食農教育活動などを通じた食と農の文化の伝承
・都市農村交流などを通じた農村の価値や暮らしの理
　解促進

ＪＡ の 関 わ り
需 要 の 変 化
ニ ー ズ の 変 化
関係先のノウハウ
関係先の施設設備

各基本インフラ（生活基盤）に対し、ＪＡは現在どのような機能や役割を発揮しているだろうか。
今後の地域人口や年齢構成の変化などにより、需要はどう変わるだろうか。
地域住民の価値観や欲求、悩みなどはどう変わるだろうか。
どのような関係先（※）が、どのようなノウハウを持っているだろうか。
どのような関係先（※）が、どのような施設設備を持っているだろうか。

※関係先～地域の行政・企業・ＮＰＯ法人・学校・病院・福祉施設など
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「1. 食べるサポーター」「2. 利用するサポーター」
「3. 参加するサポーター」「4. 行動するサポーター」など

食と農でつながる５５０万人の仲間づくり

「利用する」サポーター

「参加する」サポーター

「行動する」サポーター

「食べる」サポーター

2…………………………………………………

3…………………………………………………

4…………………………………………………

1…………………………………………………

「利用する」サポーター

「参加する」サポーター

「行動する」サポーター

「食べる」サポーター

毎日写真を撮って　                      情報入力・ＵＰ

写真を撮って　                      情報入力・ＵＰ

　北海道の食（道産農畜産物やその加工品）や農（農業、農村、農家）を応援し、ＪＡの事業利用や組織活動に関わりを持って、
共に参加・行動していただける仲間を『サポーター』と呼び、サポーター５５０万人づくりを全道運動として展開し国民的合意・
期待のもと日本の食料基地「北海道」としての役割を果たしていく。

３. 道民と食と農でつながるサポーター５５０万人づくり

【サポーターづくりに向けた実践例】

【サポーターの定義】

組合員の実践 ＪＡの実践 連合会・中央会の実践

サポーターづくり全体の企画
（戦略立案）・運営・管理

「食べる・利用する・参加する・
行動する」に関する情報提供

札幌市など都市住民に対する
全道・全国レベルでの情報発信

地域におけるサポーターづくりの
企画（戦略立案）・運営

「食べる・利用する・参加する・
行動する」に関する情報提供

ＪＡのホームページやＳＮＳ等の
活用による地域住民への食・農業・
ＪＡ事業の魅力発信

身近な人々からのサポーターづくり

「食べる・利用する・参加する・行動
する」に関する情報提供

ＳＮＳ等の活用による地域住民への
食・農業の魅力発信

サ
ポ
ー
ト
・
一
体
的
運
営

サ
ポ
ー
ト
・
一
体
的
運
営

＝参考＝　スマホアプリ＝地域と生活者を繋ぐプラットホーム・イメージ

安全・安心・美味しい道産農畜産物やその加工品
を優先して安定的に購入していただける仲間

ＪＡの事業・施設を利用していただける仲間

ＪＡグループ北海道と様々な媒体・活動を通
じて交流していただける仲間

ＪＡグループ北海道と食と農で強くつながり、
共に行動していただける仲間

1
ＪＡグループ
各地を巡る

ポイントラリー機能

3
各地
ＪＡ情報

（ＪＡ自主発信）

2
今日のおススメ
農産物情報

（ＪＡ自主発信）

4
地域

お楽しみ情報

●全道の販売所やファームレストラン、ガソリンスタンド
　などを訪れるとチェックイン機能（ＧＰＳ）を使う事で
　アプリにポイントが貯まる。
　ポイントを集め応募できるキャンペーンを実施する事
　で利用を促進。
●ポイントラリーを通して、これまで行く機会
　や知らなかった地域へも足を運んでもらう
　キッカケを作る

●直売所から「旬の野菜や農産物」、「数量限定情報」など
　生活者がほしい情報をタイムリーに発信。

●クーポン発行を発行するなど更に利用促進を図る。

●各ＪＡから「地域の取り組み」や「イベント開催情報」「就農募集」
　など生活者へ知ってほしい・生活者が知りたいと思う情報をタイ
　ムリーに発信。

●毎月季節性・話題性のあるテーマを設け、そのテーマに沿い生活者が
　訪れたくなる情報を全１０８ＪＡから募集。
　その中から情報をチョイスし雑誌のように地域へ訪れたくなる記事を製作。
　行動意欲を喚起します。

※毎月テーマを替え
１０地域程度を紹介。
１年間で１０８ＪＡを
紹介。
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基本目標を実現するための 「各組織等の取り組み」

農業経営の役割を担う

消費者ニーズを捉える商品開発やプロモーション
活動へ

生活・文化・観光・健康福祉・子育て・食農教育・
環境保全などを通じた地域づくりへ

サポーターづくりへ

地域におけるリーダーシップの発揮

（２） 女性農業者のＪＡ運営への参画

地域におけるリーダーシップの発揮

「力強い農業」づくりへの参画 「豊かな魅力ある農村」づくりへの参画

ＪＡ役員としての期待

協同組合原則・ＪＡ綱領

第２８回ＪＡ北海道大会決議

ＪＡグループ
人づくりビジョン・実践方策

ＪＡの経営理念の構築

人事労務基本方針
（策定・見直し）

☞ＪＡ、中央会、各連合会は中期計画に反映

協同組合原則・ＪＡ綱領

第２８回ＪＡ北海道大会決議

ＪＡの経営理念の構築

人事労務基本方針
（策定・見直し）

ＪＡグループ
人づくりビジョン・実践方策

ＪＡグループ全体の人づくり

＝基本目標＝　　

◆人づくりの基本方針となる学習サイクル ◆人づくりビジョン・実践方策の位置づけ

【重点実践事項】

①組合員学習を通じた協同活動への理解とその実践

②自己練磨によるトップマネジメント機能の発揮

③「ＪＡグループ北海道改革プラン」を実践する職員等の人材育成

（１） 経営基盤の強化

多様なニーズに対応するための「経営基盤の強化」

【経営統制】健全で活力ある組織を築くための統制環境やリスク管理態勢の整備。
【財務基盤】農業振興・営農指導に係る投資、リスク耐性強化に向けた財務基盤確保。
【体制整備】組合員ニーズにワンストップで対応できる機能（例：総合相談窓口部署）、現場を専門的にサポートする機能（例：本所

専門部署）、新たな事業・商品を企画・開発する機能（例：企画部署）、これらを発揮する体制整備。
【人材育成】総合相談窓口機能を担う職員、専門性を持った職員（スペシャリスト）の育成、企画力やコーディネート力など必要

な能力の向上。
【品質確保】担当者の交代などにかかわらず、常に高い水準（品質）による対応のための、業務の標準化やチーム活動の強化。
【情報管理】組合員の声、営農・地域農業の情報などの収集・蓄積・共有・活用。

大会決議事項３

「自ら学び、気づき、成長する」ことができる人づくりを実践

１. 組合員・役職員

２. ＪＡ

＝気づき＝
（教 訓）

＝自ら学び＝
（仕事と組織活動を通じた経験）

＝気づきを促進する教育= 
（研修と自己啓発による知識・スキルの修得）

＝内省＝
（振り返り）

目指す人材像 

＝成長＝

一段高い目標にチャレンジ 

（教 訓）

（仕事と組織活動を通じた経験）

（振り返り）

＝自ら学び＝

＝気づき＝ ＝内省＝

＝成長＝
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ＪＡグループ北海道

Ｊ
Ａ
・
組
合
員  

（
サ
ポ
ー
ト
・
一
体
的
運
営
）

Ｊ
Ａ
事
業
の
補
完

連合会・中央会 
支所段階

横断的・一体的事業展開

連合会・中央会 
本所段階

横断的・一体的事業展開

ＪＡ北海道中央会

ＪＡ北海道信連 ホクレン 

ＪＡ共済連北海道 ＪＡ共済連北海道 ＪＡ北海道厚生連 

横断的・一体的事業展開

中央会の代表・総合調整機能の発揮
により、各連合会の専門機能を、
本所・支所段階で束ねる

Ｊ
Ａ
・
組
合
員  

３. 連合会・中央会

４. 中央会

ＪＡ北海道中央会

ＪＡ北海道信連 ホクレン 

ＪＡ北海道厚生連 

【 改革プランに基づく自己改革期間とＪＡ北海道大会の期間対応 】

※今回大会後、大会実行委員会を大会実践委員会に移行したうえで実践状況を把握するとともに、ＪＡグループ内外に内容を開示する。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

改革プラン 改革プランに基づく自己改革期間

今回ＪＡ大会 今回大会の実践期間

目標
年度

横断的・一体的事業展開とＪＡ事業の補完

　連合会・中央会の各組織は、その枠組みにとらわれることなく、横断的に事業を展開することで効率的な事業運営を行うと
ともにＪＡ事業の補完に努め、ＪＡ・組合員のために最大限の奉仕を実現する。

ＪＡグループの総意により構築する新たな中央会

　中央会は、「農協法等の一部を改正する等の法律」が平成２７年８月２８日に成立したことに伴い、平成３１年９月までに自主
的な意思に基づく自律的な組織としての連合会への組織変更が必要である。
　そのような中、ＪＡグループ北海道においては、約９万人（正組合員約７万人およびＪＡ・連合会役職員約２万人）の意志結集
と総合調整を図り代表機能を担う結集軸となる組織が必要である。
　以上のことから、

ＪＡグループは、その総意により農業協同組合運動の結集軸としての新たな中央会を構築する。

ＪＡグループの結集軸のもと中央会が発揮する機能

①「力強い農業」「豊かな魅力ある農村」を実現するために、組合員・ＪＡ・連合会共通の意志の結集・徹底
を通じたＪＡグループを代表する機能

②各事業の専門化・高度化等が進展する中、道内各地域・事業の枠を超えてＪＡグループの総合力を発揮す
るための総合調整機能

③創意工夫ある取り組みに積極的に挑戦するＪＡの組織・事業・経営に関して、協同組合の特質をふまえて
相談・支援・監査する各機能

全 道 各 農 業 協 同 組 合

北 海 道 農 業 協 同 組 合 中 央 会

北 海 道 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会

ホ ク レ ン 農 業 協 同 組 合 連 合 会

北 海 道 厚 生 農 業 協 同 組 合 連 合 会

全国共済農業協同組合連合会北海道本部

北 海 道 農 協 青 年 部 協 議 会

Ｊ Ａ 北 海 道 女 性 協 議 会

次回ＪＡ大会
（目標見直し）

次回大会の
実践期間


